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主催・環境省、後援・全国アスベスト適正処理協議会

（2008年2月6日、国立オリンピック記念青少年総合センター）

平成19年度石綿飛散防止セミナー（主催・環境省、後援・全国アスベスト適正処理協議会）が2月6日

（水）、国立オリンピック記念青少年総合センターで開催されました。「建築物の解体等に係る石綿飛散防

止対策マニュアル」について鹿島建設東京建築支店安全環境部担当部長の島田啓三氏が、「災害時におけ

る石綿飛散防止に係る扱いマニュアル」について環境省水・大気環境局大気環境課課長補佐の米田和広氏

がそれぞれ講演し、建物解体時や災害時におけるアスベスト対策の注意点が強調されました。下記にその

概要を報告します。

国立オリンピック記念青少年総合センター
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マニュアルは、建築物や工作物の解体等に係るアスベス

ト飛散防止対策を適正に実施する目的で2006年3月に策定

されました。その後の同法改正などを受け、07年6月に改

定されています。大防法の適用対象外ですが、成形板への

対応についても記載されています。

事前調査に当たって、製品の製造年代から判断できない

ものがあることに注意する必要があります。特にトレモラ

イトなど3種類のアスベストは、「使用されていない」とさ

れた製品にも含まれている可能性があります。

レベル１の吹き付け材で意外と見落としやすいのがカー

テンウォールの結露防止壁です。後付けのため設計図には

載っていないことが多いのですが、壁裏に耐火材として使

用されていることがあります。レベル２では、一般の事業

所でも配管のエルボー部分に使用されていることがありま

すので注意すべきです。

除去作業中は、隔離養生の際に設置する前室の構成に留

意して下さい。仕上げのブラッシング時に粉じんが飛散す

る可能性が高いことにも注意が必要です。湿潤化には内部

まで十分浸透する飛散抑制剤などを用います。

集じん・排気装置は、原則24時間稼動させておく必要が

あるとされていますが、毎日の作業終了時に清掃と換気を

行うことで代替しても良いと思います。

作業中の濃度確認にリアルタイムモニターを用いること

も検討しましたが、精度や安定性に課題があります。ただ、

管理ツールとして用いることは可能だと思います。

作業後には、少なくても1～1時間半、集じん・排気装置

を稼動させます。隔離シートは、濃度を確認してから撤去

すべきです。最近では確認のため測定を義務付ける自治体

もあります。

アスベストの飛散事例を見てみると、アスベストを除去

したすき間から外部に飛散してしまうことがあるようで

す。特に鉄骨造りの耐火被覆材に注意すべきです。

災害時のアスベスト対応を考えた時、阪神淡路大震災が

大きな転機になっています。昨年7月に起きた新潟中越沖

地震でも、被災した建物のがれきの片付けに当たって飛散

する懸念があるのではないかと指摘されました。

災害時にアスベストを飛散させないようにするにはどう

したらよいか、注意点をマニュアルにまとめてあります。

対応に当たって必要な工程を整理し、それぞれ実施・責任

体制を示しました。主に自治体向けですが、事業者にも協

力を求め、しっかり連携して下さい。

特に平常時からの準備が大切です。自治体は、災害廃棄

物の処理やアスベスト関連情報の収集、飛散防止措置状況

の周知、応急措置・解体等の技術的助言・指導といった対

応体制を整備しておくことが望ましい。

災害発生後の応急措置は、原則として建物の管理者や持

ち主が実施します。事前調査は、解体工事を請け負った事

業者が実施します。設計図書等が紛失していれば現地調査

や分析を行い、倒壊の危険性があることを想定した上で、

通常の除去工事が可能かどうかを検討します。建物内に立

ち入ることができない場合、大気汚染防止法施行規則に基

づく「注意解体」を行うことになります。

廃石綿やアスベスト含有廃棄物を処理する際には、自治

体が災害廃棄物として処理する点で平常時と異なります。

自治体が一時保管場所を設置し、積み替え保管（分別）、

中間処理（破砕等）を実施することとしています。一時保

管場所では、あらかじめアスベストの受け入れ基準を定め

ておく必要があります。これらをきっちり定めた上で、実

際の処理は事業者が担当します。平常時から、その発生量

を予測し、一時保管場所を検討するとともに、最終処分ま

での工程を準備しておく必要があります。広域的な連携も

必要になりますので、普段から周辺自治体や関係団体と協

力体制を築いておくことが望ましい。

災害時の対応に当たって、よく留意しておいて欲しいの

は、被災者が不安を抱えている点です。そのため自治体は、

不安の声を最大限聞き取るとともに、有用な情報を発信す

ることが非常に重要になります。災害時であっても環境汚

染は許されないという点からしても、情報発信が非常に大

切になります。

鹿島建設東京建築支店安全環境部担当部長、建築業協会環境委員会副産物部会部会長

島田　啓三氏

環境省水・大気環境局大気環境課課長補佐

米田　和広氏
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廃棄物研究財団は昨年度、全国アスベスト適正処理協議会、全国産業廃棄物連合会の協賛の下、「平成１９年度

アスベスト処理技術研究セミナー」を全国５ヵ所で開催しました。この中でアスベスト処理に関する様々な研究

成果が報告されました。研究成果の要旨を、シリーズで紹介します。

実証試験の目標は①ジオメルト現設備の９．５ｔ／バッ

チ炉（４．７５ｔ／日）で従来の上から溶かす方法ではな

く、下から溶かす（ボトムアップ溶融方式）で設備に支障

なく溶融できること②溶融固化体が完全無害であること③

大気へ放出されるオフガス（排ガス）及び作業環境へのア

スベスト飛散量が環境基準を満足し、安全性が確保できる

こと④非飛散性廃アスベストの溶融処理に係る各種の性能

データを収集すること――です。

ＲＵＮ１～３の３度試験を実施したところ、全ての項目

でアスベストの不検出もしくは基準値以下を確認し、無害

化を達成しました。また、アスベスト処理における作業環

境や周辺環境の数値も基準値以下であり、問題がないこと

が実証されました。

アスベスト層を清浄土で覆って溶融した結果、排ガス

内・周辺環境にアスベストを移行させることなく完全な溶

融処理を達成することができました。今回実証処理したボ

トムアップ溶融方式は、従来のトップダウン方式より少な

い投入電力で効率よく溶融することができました。アスベ

スト層の溶融温度は１５００℃以上であることが確認でき

完全に無害化できていることが実証されました。

今後の展開としては、①９．５ｔ／バッチ炉のジオメル

ト設備でアスベスト無害化処理の溶融効率向上を追求して

いく②飛散性アスベストを用いた実証試験を計画し、安全

かつ経済的な無害化を目指す③施設をスケールアップして

経済性を追求していく――などを計画しています。

スレート製品等大量の非飛散性アスベスト（石綿含有物）

の溶融無害化処理技術を０６年度中に確立し、実操業開始

の見通しを得ることが目的。実証にはカムテックス福山工

場内総合廃棄物処理施設のＩＨＩバーナ式溶融炉を使用し

ました。

商用の溶融炉設備で石綿含有物の安定溶融と無害化処理

を実証。石綿含有物の投入方法については、搬入荷姿・

量・貯留スペースの関係で当初計画から変更し、本実証試

験では密閉構造の既存受け入れ供給設備を使って溶融炉へ

供給を行いましたが、作業環境の測定結果から石綿の飛散

防止が図れたことを確認しました。石綿含有物は溶融炉内

で安全に無害化され、排ガス中への飛散やスラグへの同伴、

冷却水への移行はありませんでした。これはガス冷却室出

口の排ガス中ダスト分析結果や溶融スラグ及びスラグ冷却

水の分析結果により確認されています。以上の結果から、

本溶融技術では通常のバグフィルタを使った排ガス処理対

策で対応可能であること、ならびにその他の主要設備も大

きな変更なく使用可能であることが実証できました。

本技術開発の結果として新たに生じた課題は特にありま

せん。実操業開始に向けて、石綿含有物供給系統の機械

化・自動化が必要となりますが、その他には無害化処理認

定を受けること、また、既に通常の溶融スラグは県のリサ

イクル品認定を受けていますが、石綿含有物を処理した際

の溶融スラグについても、認定の対象となるようにするこ

とが、次の当面の目標です。
札幌会場

三重中央開発株式会社　保全施設グループ

課長 中内　博昭
株式会社ＩＨＩ　環境・プラント事業部

プロジェクト統括主幹 井上　里志
共同技術開発：株式会社カムテックス代表取締役社長　坂後充宏）



我が国では昭和３０年代から昭和５０年代中頃まで鉄骨

造の耐火被覆材としてアスベストを使用した建物が多く建

築されました。今後これらの建物が大量に解体される時期

が到来しようとしています。

今後建築物の解体によるアスベストの排出量が２０２０

年から２０４０年頃にピークを迎え、年間１００万ｔ前後

の排出が予想され、建築物周辺の住民の健康への影響が懸

念されます。こうした建物の解体に際しては、アスベスト

の飛散防止対策を厳格に行わないと、解体工事従事者はも

とより、近隣住民がアスベスト粉塵を吸引し、中皮腫や肺

がんを発症させる要因となります。

ところが、現状ではアスベスト飛散防止対策を怠ったり、

安易な防止対策に終始するなど、アスベスト被害の深刻さ

を省みない業者による解体工事が見受けられ、事情を知ら

ない一般市民がアスベストを無意識に吸引して被害をこう

むる恐れがあります。

そこで政府は、２００５年１２月「アスベスト問題にか

かる総合対策」を策定し、①アスベスト除去への補助促進

策②アスベストの使用規制③解体時の飛散・暴露防止対策

の徹底――を指示し、２００６年２月３日「石綿による健

康被害の救済に関する法律」と被害防止のための石綿の除

去を進める関連３法を成立させました。

建物の解体工事の申請にあたり、解体業者はアスベスト

の有無を事前に調査し建設リサイクル法に基づいて報告書

にその結果を記載して届け出なければなりませんが、提出

された報告書に「アスベスト無し」と記載されていれば、

行政としては報告書の真偽を確かめる術はなく、違法な解

体工事が野放しになってしまいます。現在の建設リサイク

ル法では、解体工事の届け出から解体工事の着工までの１

週間と定められているため、行政担当者が報告書の真偽を

検証しようとしても、検体の分析は現行の公定法であるＪ

ＩＳ法（ＪＩＳ　Ａ１４８１）では、分析結果が出るまで

数日を要するために、分析結果が出た時点では既に解体工

事が進められてしまう問題がありました。

そこで東京都千代田区では平成１９年度「建設リサイク

ル法に基づくアスベスト飛散防止要綱」を定め、検体採取

と同時にアスベストの有無を判明させる分析法（ベイ環境

局ＥＰＡに認定された方法）を採用し、検体から重量比

０・１％を超えるアスベストの存在が確認された場合、建

設リサイクル法１４条「必要な助言・勧告」同１５条「分

別解体等の方法の変更その他必要な措置をとることができ

る」との規定を法的根拠として、行政指導を行うことにし

ました。

仮に吹き付け材がありアスベスト無しの解体工事の届け

出の場合、現場で吹き付け材の検体を採取し、それを契約

した分析機関で分析し、結果アスベストが検出されれば、

直ちに解体工事停止、現場養生の徹底、周辺住民に対する

説明の実施等、しかるべき行政指導を行うなどして、アス

ベスト飛散防止対策の徹底を図っていきます。

アスベストの飛散防止は現行法では事業者の善意に負う

ところが大きいのが実態です。実際には建物解体工事のア

スベスト飛散防止対策は、現場養生経費の膨大な増加、工

期の長期化、周辺住民への説明と了解を得るための手続き

の困難さなどがあり、対策を厳格に行う場合と、そうでな

い場合と比較して経費や工程に大きな開きがあります。従

って、利潤追求のためにアスベスト飛散防止対策を怠る事

業者が現れるのです。

アスベストは吸引してから中皮腫や肺がんが発症するま

で２０年から３０年かかると言われています。今飛散防止

対策の徹底を千代田区の特定地域だけではなく全国的に行

っていかなければ、水俣病のように今後国民に大きな負の

遺産を残してしまうことになるのです。
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まず始めに、千代田区の千代田区まちづくり推進部　建築指導課安全対策　主査　加藤哲夫氏により「千代田区におけるアス
ベスト対策　―アスベスト飛散防止対策の徹底を―」の講演。続いて、当協議会のコンサル部会部会長で、リバックス建築環
境計画社長の清水博氏による講演「建物所有者からみた適正処理とは―Why、What、How―」の概要を紹介します。

千代田区まちづくり推進部・建築指導課安全対策

主査 加藤哲夫



News Letter

不動産などについて、持ち主や買い主側にとってのリス

クをしっかり把握・開示することが一層、重要になってい

ます。建物利用者の健康を守るのは、ビル所有者や管理者

の責任で、健康被害防止とともに、不動産価値の低下を防

ぐためにも、アスベストの適正な管理・処理が大切です。

仮に汚染を隠して、それが発覚した場合の損失は膨大なも

のになりますし、きちんと措置を取っておかない不動産は

流通しない時代になっています。

こうした流れの中で、エンジニアリング・レポート

（ER）を含めた不動産デューデリジェンスの重要性が高ま

っており、アスベストに関する調査や情報開示も求められ

ることになります。例えば、金融商品取引法改正や、内部

統制報告制度(日本版SOX法)でも、情報開示が重要となり、

説明責任が問われる。また、企業イメージを損なうことな

く、事業継続管理(BCM)が重要な位置づけとなり、経済的

損失としての環境リスクについてもきちんと評価しないと

いけない状況です。こうした環境リスクをクリアするため

のシナリオも意識しなければなりません。

また、2010年度からは、「資産除去債務」に関する会計

基準が適用され、アスベストを適正処理する費用を算出し

それを負債として計上しなければならなくなります。この

ようなことから、アスベストの適正処理すること、そして、

それを隠ぺいすることなく情報開示することのインセンテ

ィブが今後一層高まっていくと言えます。

ここで、不動産取引の際には、その価値を適正評価する

ことが大切になりますが、デューデリジェンスに当たって

求められる「法的状況調査」、「物的状況調査」、「経済的状

況調査」のうち、土地状況調査や建物状況調査、環境調査

を含む物的状況調査がERの主な対象です。ERは、対象物

件の「安全性確認」が最大の目的で、物理的な調査を通じ

て、建物を適正評価する際に重要な役割を果たします。有

害物質の有無を調査するとともに、工学的な観点からその

経済的要素にも言及します。経済的要素とは、つまり、除

去や対策に必要な費用です。仮に物件の安全な使用や利用

が確保されない場合には、経済的状況調査も意味をなさな

いことになります。

このように、所有者の責任が増大する中にあっては、ア

スベストの暴露リスクを正しく認識することが不可欠で

す。アスベストの有無や飛散の可能性、適正処理とそのコ

ストなど所有者にはきちんと伝えておく必要があります。

具体的に、アスベスト暴露リスクを評価する際には、ま

ず、健康被害の可能性を把握し、対策または管理の必要性

を明確化する必要があります。その上で、対策の必要性に

優先順位を付け、具体的な方法を決める必要があります。

その際、劣化度合いや劣化・損傷が進行する可能性、当

該部位へのアクセス頻度などを織り込み、暴露リスクのレ

ベルを設定します。必ずしも、「アスベストがあったらす

ぐに対策する」という姿勢ではなく、このリスクレベルに

応じて適切な対策や管理を実施すべきです。その上で、解

体・改修時に除去するのが望ましいと言えましょう。5年

間が一つの目安になりますが、リスクや費用なども含めて

トータルに「アスベストマネジメントプログラム」を立て

ることが有効です。

こういったことをするのは、顧客に安心感を与えること

が最大の目的です。ビル経営に当たっても、リスクマネジ

メントを織り込んで、保全管理と除去の計画をしっかりと

立ててあげることが一番のリスク管理になります。

その点で、「場当たり」的でなく、計画的な運営に、そ

して「対症療法」から「予防保全」へとつながる「シナリ

オCAPEX」の考え方がより重要になっていくでしょう。

保有する建物資産について、修繕・更新すべき部分や時期、

費用を事前に把握し、長期的な視点から修繕・更新計画を

立て、予算措置を実行することで、戦略的な運営管理の実

現につながります。目的を持って戦略的な計画を立ててあ

げることで、収益率の向上や資産価値の増大、企業イメー

ジの向上に結びつき、所有者にも説得力のある提案が可能

になります。それが引いては、アスベストの適正処理にも

つながるのです。

全国アスベスト適正処理協議会においても、公平・公正

な観点から適正に評価・マネジメントできる「第三者的立

場」の確立を目指しています。引いては、それが、対策の

ために資金を出す顧客の収益性や企業イメージの向上につ

ながっていくと考えています。
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全国アスベスト適正処理協議会は4月、「アスベスト処理に係

る緊急提言」をまとめました。現状では、適正な対策が必ずし

も周知徹底されていないことに加え、行政側においても、所管

や各担当省庁、各自治体の間で連携不足が指摘されています。

こうした状況を背景に、緊急提言では、現場の実態に即したル

ールの明確化や全プロセス一貫した対策マニュアルの整備、取

り扱い手順の標準化などを提案しています。行政に対しても、

関連規制の整合性を向上させるほか、連携強化を求めています。

適正な対策を徹底することで、作業に携わる作業員や周辺住民

の安全確保を図ることが狙いです。

協議会ではこれまで、「コンサル」や「調査・分析」、「施工技

術」、「廃棄物処理」の各部会を始め、勉強会やセミナーなどを

通じて、現場における対策の課題や解決策などについて話し合

ってきました。緊急提言は、その成果の第一弾とも言える位置

付けです。各部会長や副部会長、各部会の企業などが中心にな

って検討してきました。

具体的には、①対象物や対象作業の明確化②作業員の安全対

策③周辺住民の安全対策④除去等の作業⑤廃棄処分⑥測定に関

する改善⑦アスベスト含有建材の取り扱い手順の標準化⑧普及

啓発⑨行政の対応⑩第三者的立場の確立の10項目で構成されて

います。

このうち、まず、対象物や対象作業の明確化については、既に

あるマニュアルやガイドラインなどにおいて、その定義や範囲が

不明確だったり、「現場の実態に即していない」部分が指摘され

てきました。そのため、対象工事の定義・範囲や、工場の建物・

工作物・設備の区分、レベル1、2、3といった区分などについて、

現場の状況を反映しながら見直す必要性を訴えています。

また、作業員の安全対策についても強く求めています。保護

具や保護衣、防じんマスクの選択や装着、交換、廃棄などに当

たって正しい手法を示す必要性を主張するとともに、エアシャ

ワーや負圧集じん機といった資機材も含め、適正な使用や保守管

理の方法を定める必要性を強調しています。

規制などであいまいな点が多いとされるアスベスト含有建材

につきましては、取り扱い手順の明確化を求めています。今後

は特に、老朽化した住宅の解体・改修が進むと考えられます。

そのため、湿潤化や養生、梱包・輸送、廃棄時など具体的な手

順のほか、劣化状態に合わせた処理方法や切断・破砕が必要な

場合の手順などを作成しておく必要性を指摘しています。

廃棄処分に関しては、特にルール等の標準化の遅れを指摘し

ています。作業員の安全を確保するとともに、処分に伴って再

飛散する懸念や、処分場の余力などの課題もあり、早急な対応

方針の検討を求めています。

測定については、測定手法の整備と標準化、行政届け出書類

の標準化などを求めています。また、濃度基準設定の必要性に

ついても合わせて指摘しています。

一方、周辺住民の安全対策も、提言では大きな位置付けを占

めています。ずさんな工事によって、アスベストが周辺に飛散

しても、住民にとっては、無防備なまま暴露してしまう可能性

が大きいためです。提言では、対策に当たって適切な対策を講

じるのは当然ながら、万が一、飛散した場合の緊急対応や住民

への事前説明などの手続きをあらかじめ整備しておく必要性を

指摘しています。

行政に対しては、関係省庁が多岐にわたっているため、対応

に当たって「縦割り行政」の弊害が生じている点を指摘しまし

た。また自治体ごとに異なる規制や指導、解釈が存在しており、

現場に混乱を与えているケースも見受けられます。このため、

省庁の壁を越えた連携体制の構築や規制の整合性向上、統一的

なマニュアルの整備などを求めています。取り分け、アスベス

ト対策に関する基本法の制定を提案した点が特徴です。

提言では、コンサルタントの「第三者的立場の確立」も主張

されています。アスベストは、様々な業種・分野で使用されて

いることから、その利害関係者も多岐にわたります。これら関

係者の利害に捉われず、中立・公平な立場から安全で適正な処

理が行われているかどうかを評価・判断する仕組みが必要です。

提言では、こうした視点から、調査・診断から最終処分まで一

貫して評価できるチェックリストの作成や、「適正評価者」の育

成の必要性などが主張されています。

このほか、アスベストに関する知識や適正な処理方法に関す

る周知を進めていくためにも、繰り返し学習・トレーニングす

る仕組みを設けるといった普及啓発の重要性を強調しています。

Ａ．対象物や対象作業の明確化

対象物や対象作業の定義、範囲などが不明確な点があり、適正

処理に支障をきたしており、その明確化が必要

Ｂ．作業員の安全対策

適切な保護衣・保護具の選択と正しい装着、正しい養生や負圧

管理、廃棄物管理などは被爆の可能性に大きく影響するが、現

場の作業では未だに疎かにされがちであり、徹底が必要
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Ｃ．周辺住民の安全対策

知らないうちにアスベストが飛散し、多くの無防備な住民等が

被爆することがないよう、適切な飛散防止対策、万が一の飛散

時の緊急対応、住民への事前説明などの手続きの整備が必要で

ある。

Ｄ．除去等の作業について

事業者の作業品質の格差、不明確な基準等による現場対応のば

らつき等が見られ、作業上の安全確保への支障となっている。

このため、資格要件の整備、基準等の不備是正、ルールの標準

化などが必要である。

Ｅ．廃棄処分について

廃棄の手順については、ルール等の標準化が遅れており、作

業員の安全が脅かされているほか、再飛散や処理場の余力も課

題となっていることから、早期に対応方針を設定し、徹底を図

ることが必要である。

Ｆ．測定に関する改善

飛散防止を適切に監視することにより安全性を高め、万が一

の事態での被害を最小化することが可能であるため、基本的な

運用ルールや基準を整備、標準化する必要がある。

Ｇ．アスベスト含有建材の取り扱い手順の標準化

これまでに輸入されたアスベストの大半は建材に含有されて残

存するが、その取り扱いについては規制上もあいまいな点が多

く、結果として建物解体・改修等の過程で、安全対策が不十分

な作業が生じていると指摘されている。今後老朽化した住宅の

解体・改修が進む中で、早急にスタンダードを整備することが

必要である。

l・除去時に切断・破砕等が必要な場合の手順

Ｈ．普及啓発について

安全確保の基本として、アスベストの知識や適正な処理方法に

ついて広く周知すること、さらにそれを繰り返し学習・トレー

ニングできる仕組みが必要である。

Ｉ．行政の対応について

アスベストには数多くの省庁が関与するが、課題の大きさに

合わせ、縦割り行政の弊害を超えた総合的な対策が求められる。

また、自治体毎に異なる規制や指導、解釈が現場に混乱を与え

ているケースも見られる。このため、行政と関連業界が密接に

連携し、漏れがなく一貫したアスベストへの取り組みをしてい

くことが必要である。

Ｊ．第三者的立場の確立

アスベストが広範囲に渡り使用されている現状のなか、さまざ

まなステークホルダーが存在する。アスベストを適正に処理し

ていくうえで第三者的な立ち位置で評価・判断・監視をしてい

く役割が重要になってくる。

以上
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（3月31日現在）

大変遅くなりましたが、ニュースレター1号が発行の運び

となりました。今回は、当協議会が関係したセミナーとア

スベスト処理に係る緊急提言を中心に掲載致しました。

先月は、協議会の第3回の勉強会「ISOにおけるアスベス

ト分析の動向について」を東京と大阪で開催して、国際標

準化機構（ＩＳＯ）で進められているアスベスト含有率分

析法に関する国際規格（ＩＳＯ２２２６２―１）の原案や

その作成状況の報告がありました。

引き続き勉強会は開催していきますので、ご希望する講

師の方やテーマがありましたら、事務局までお知らせ下さ

い。新年度も会員の皆様方のご支援・ご協力を宜しくお願

い申し上げます。


